
新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金交付要綱 
 

(趣旨) 
第１条 新潟市は、新潟県新規参入者経営安定資金取扱要綱（平成 12 年 10 月 18 日経普第 

３７７号新潟県農林水産部長通知。以下「県取扱要綱」という。）に規定する新規参入者 
経営安定資金（以下「経営安定資金」という。）を貸し付ける融資機関に対し、利子補給 
金を交付するものとし、その交付に関しては、新潟市補助金等交付規則（以下「規則」 
という。）に定めるもののほか、この交付要綱に定めるところによる。 
（利子補給契約） 

第２条 前条の利子補給の交付は、新潟市が金融機関との間に締結する利子補給契約(別 
記第１号様式）によって行うものとする。 
（利子補給の対象者） 

第３条 利子補給の対象者は県取扱要綱第 2 のとおりとする。 
（利子補給の対象資金） 

第４条 利子補給の対象資金は県取扱要綱第 4 の(1)に定めるとおりとする。 
（利子補給率及び利子補給の交付対象期間） 

第５条 利子補給率は県取扱要綱第 4 の(5)に定めるとおりとする。 
２ 利子補給金の額は、毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの間の期間における利子補給承

認年度及び前項に定める利子補給率ごとに算出した融資平均残高（計算期間中の毎日の 
最高残高（延滞額を除く）の総和をその期間中の日数（閏年においても３６５日）で除 
して得た金額）に対し、前項の利子補給率を乗じて得た金額とする。 

３ 前項の融資平均残高及び利子補給金の額に 1 円未満の端数が生じたときは、これを切 
り捨てるものとする。 
（申請及び承認） 

第６条 融資機関は、経営安定資金を借り入れた農業者からの申請書を取りまとめのうえ、 
新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金承認申請書（別記第２号様式）を作成し、前 
項に定める書類を添付し、市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により、利子補給承認申請書を受理したときは、内容を審査し、 
適当と認めた場合は、新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金承認通知書（別記第３ 
号様式）を融資機関に交付するものとする。 

 
（貸付実行報告） 
第 7 条 融資機関は、貸付実行後７日以内に、新潟市新規参入者経営安定資金貸付実行報

告書（別記第４号様式）を市長に提出するものとする。 
 

（利子補給金の交付申請及び実績報告） 
第 8 条 融資機関は、規則第２条に規定する補助金の交付申請及び規則第８条の規定によ 



る補助金の実績報告をしようとする場合は、新潟市新規参入者経営安定資金利子補給交 
付申請兼実績報告書（別記第５号様式）に新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金申 
請明細表を添付して、毎年度 1 月 11 日までに市長に申請及び報告するものとする。 
（利子補給金の交付決定及び額の確定） 

第９条 市長は、利子補給金の交付決定及び額の確定をしたときは、当該融資機関に新潟

市新規参入者経営安定資金利子補給金交付決定書兼確定通知書（別記第６号様式）によ

り通知するものとする。 
（貸付条件の変更） 

第１０条 融資機関は、借受者が次の理由により償還が著しく困難であると認められた場

合には、貸し付け条件を変更することができる。 
（１）天災（暴風、豪雨、地震、降雪、低温、降霜、降雹等） 
（２）火災 
（３）盗難 
（４）借受者又はその者の住居及び生計を一にする親族の死亡、疾病又は負傷 
（５）その他市長が特に必要と認める場合 
２ 天災の場合の認定基準は、次に該当するものであること。 
 減収による損失額が平年の農業総収入の１割以上であること。 
３ 貸付条件を変更しようとする場合は、新規参入者経営安定資金利子補給変更承認申請

書（別記第２号様式の２）により、あらかじめ市長の変更承認を得なければならない。 
４ 市長は前項の規定により利子補給変更承認申請書を受理したときは、内容を審査し適

当と認めたときは、新規参入者経営安定資金利子補給変更承認通知書（別記第３号様式

の２）を融資機関に交付するものとする。 
 （利子補給金の打ち切り等） 
第１１条 市長は、利子補給金の対象となった経営安定資金を借り入れた者がその借入金

を借入の目的以外の目的に使用したときには、そのものに係る利子補給を打ち切ること

ができるものとする。 
２ 市長は、融資機関がその責めに帰すべき理由により規則、この要綱又はこの要綱に基

づく契約の条項に違反したときは、当該融資機関に対する利子補給を打ち切り又はすで

に交付した利子補給金の全部若しくは一部の返還を命ずることができるものとする。 
 

（報告の徴収等） 
第１２条 融資機関は、市長が利子補給金の交付の対象となった経営安定資金の貸付に関

し、報告を求めた場合又はその職員をして当該貸付に関する帳簿、書類等を調査させる

場合は、これに協力しなければならない。 
 

（適正な執行のための措置） 
第１３条 融資機関は、借受者に対して、経営安定資金が農業経営の安定に資するものと



して利用されるよう指導するものとする。 
２ 経営安定資金は、借受者が当該融資機関に設ける預貯金口座に、他の貸付金と明確に

区分して振り込むものとする。 
 

附 則 
この要綱は，平成１４年６月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
 



別記第１号様式  
新潟市新規参入者経営安定資金利子補給契約書  

 
 新潟市（以下「甲」という。）と融資機関（以下「乙」という。）とは乙が貸し付ける新

潟県新規参入者経営安定資金取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）に規定する資金（以下

「経営安定資金」という。）につき、甲が乙に対し利子補給を交付することについて、次の

条項を規定する。  
 
第１条 甲は、乙の融資に係る経営安全資金につき新規参入者経営安定資金利子補給金交

付要綱（以下「交付要綱」という。）の定めるところにより、乙に対し利子補給金を交付

する。  
 
第２条 乙の貸付に関して甲の行う利子補給は、乙の新規参入者経営安定資金利子補給承

認申請書に基づき甲が新規参入者経営安定資金利子補給承認通知書を交付することによ

って行うものとする。  
 
第３条 乙は、前条の承認通知書を受けたときは、速やかに貸付を行わなければならない。  
 
第４条 乙の貸し付けの弁済期限等の変更に基づき甲の利子補給の変更は、乙の新規参入

者経営安定資金利子補給変更承認申請書に基づき、甲が新規参入者経営安定資金利子補

給変更承認通知書を交付することによって行うものとする。  
 
第５条 乙は､第３条の貸し付けを行ったとき、又は前条の規定により甲の利子補給に係る

貸し付けの弁済期限等を変更したときは、遅延なく、その旨を甲に報告するものとする。  
 
第６条 甲が乙に対して交付する利子補給金の額は、交付要綱第５条に規定する方法によ

り算出した額とする。  
 
第７条 乙は、甲に対し利子補給金の交付を申請しようとするときは、交付要綱第８条の

規定により申請書を提出するものとする。  
 
第８条 甲は、乙から前条の申請書を受理し、適当と認めたときは、交付要綱第９条の規

定により利子補給金を交付するものとする。  
 
第９条 乙は、甲の利子補給に係る貸付債権の回収状況に関し、甲の定めるところにより

報告するものとする。  
 
第 10 条 乙は、常に甲の利子補給に係る貸付債権の保全に必要な注意を払わなければな

らない。  
 



第 11 条 甲は、甲の利子補給に係る資金を借り受けた者がその借入金を借入れの目的以

外に使用したときは、乙に対する利子補給金を打ち切ることができる。  
２ 甲は、乙の責に帰すべき理由により、乙が交付要綱又はこの契約の条項に違反したと

きは、乙に対する利子補給を打ち切り、又は既に交付した利子補給金の全部若しくは一

部の返還を命ずることができる。  
 
第 12 条 乙は、甲の利子補給に係る資金の融通に関し、甲が報告を求めた場合又は甲の

職員をして経営安定資金に関する帳簿、書類等を調査させることを必要とした場合は、

これに協力しなければならない。  
 
第 13 条 この契約の内容に変更を加えようとするときは、その都度甲乙両者の協議によ

り定めるものとする。  
 
第 14 条 この契約に疑義を生じたとき、又はこの契約に定めない事項については、甲乙

両者の協議により定めるものとする。  
 
 
 本契約書を締桔した証として本書を２通作成し、双方記入押印のうえ各 1 通を保有する

ものとする。  
 

  年  月  日  
 
 

甲 新潟市  
      代表者 新潟市長               印  
 

乙  
      代表者                    印  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記第２号様式

第　　　　　　号
年　　　月　　　日

新潟市長　　　　　　様　
住所
融資機関の長　　　　　　　

下記の新規参入者経営安定資金の貸付について、利子補給を受けたいので申請します。

第１回 第２回

年月日 年月日

年　月　日 無利子

計

（注）債務保証委託は、新潟県農業信用基金協会に対するもの。
　　　新規参入者経営安定資金借入申込書の写し及びその添付資料の写しを添付すること。

その他の条件
第１回

第２回
以降

記

新潟市新規参入者経営安定資金利子補給承認申請書

貸　付
利　率

貸付予定時期
貸　付
予定額

（万円）
貸付の相手方

債務保証
の有無

償　還
期　限

据　置
期　間

利　子
補給率
（％）

約定償還日 償還額



別記第２号様式の２

　　　第　　　　　　号
　　　年　　　月　　日

新潟市長　　　　　　様　

住所
融資機関の長　　　　　　　　印

　　　　年　　月　　日付け第　　　　号で承認を受けた新規参入者経営安定資金利子補給申請書の内容について次のとおり変更し、引き続き利子補給　
を受けたいので、新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金交付要綱第10条第3項の規定により申請します。

変
更
前

変
更
後

貸付額 変更理由

記

新潟市新規参入者経営安定資金利子補給変更承認申請書

貸付実行日借受者名利子補給承認日 償還期限据置期間
利　子
補給率

貸　付
利　率



別記第３号様式

　　　第　　　　　　号
　　　年　　　月　　　日

融資機関の長　　　　様　　

新潟市長　　　　　　　　印

下記の新規参入者経営安定資金利子補給承認申請については、下記のとおり承認（不承認）したので通知します。

第１回 最終

年月日 年月日

年　月　日 無利子

計

計

（注）債務保証委託は、新潟県農業信用基金協会によるもの。

承
認
し
た
も
の

不
承
認
し
た
も
の

約定償還日 償還額

その他の条件
第１回

第２回
以降

記

新潟市新規参入者経営安定資金利子補給承認（不承認）通知書

貸　付
利　率

貸付予定時期
貸　付
予定額

（万円）

債務保証
の有無

償　還
期　限

据　置
期　間

利　子
補給率
（％）

貸付の相手方



別記第４号様式

　　　第　　　　　　号
　　　年　　　月　　　日

新潟市長　　　　　　様　
住所
融資機関の長　　　　　　　　

さきに利子補給承認を受けた新規参入者経営安定資金の貸付について、下記のとおり実行したので、新潟市新規新規参入者経営安定資金利子補給契約書第５条に基づき
報告します。

第１回 最終

年月日 年月日

計

年　月　日 無利子

貸付の相手方

約定償還日 償還額

その他の条件
第１回

第２回
以降

記

新潟市新規参入者経営安定資金利子補給承認申請書

貸　付
利　率

貸付実行日
貸　付
実行額

（万円）

承　認
年月日

債務保証
の有無

償　還
期　限

据　置
期　間

利　子
補給率
（％）



別記第３号様式の２  
 

第       号  
年   月   日  

 
融資機関長  様  
 

新潟市長      印  
 
 
 

新潟市新規参入者経営安定資金利子補給変更承認について  
 
 
     年  月  日付け第   号で申請のこのことについて、申請のとおり承認  
したので通知します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記第５号様式  
 

年度新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金  
交付申請書兼実績報告書  

 
第       号  
年   月   日  

 
 
新潟市長     様  
 

融資機関名  
  代表者名      印  

 
 
 下記のとおり、新潟市新規参入者農業経営安定資金利子補給金交付要網による利子補給

金の交付を受けたいので、新潟市補助金等交付規則第６条の規定により申請し、併せて同

規則第１３条の規定により実績を報告します。  
 

記  
 
１ 利子補給金   金              円  
 
２ 事業の目的  
  新規参入者に新規参入者経営安定資金の貸付を行い、もって新規参入者の早期安定経

営の確立と新たな農業の担い手の確保・育成を図る。  
 
３ 事業の内容  
  別紙のとおり  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記第６号様式  
 
 

第       号  
年   月   日  

 
 
融資機関長  様  
 

  新潟市長      印  
 
 

年度新潟市新規参入者経営安定資金利子補給金の交付決定及び  
額の確定について（通知）  
 

     年  月  日付けで申請及び実績報告の標記利子補給金について、新潟市補

助金等交付規則第７条及び第１４条の規定により、下記のとおり交付することにより決定

し、その額を確定したので通知します。  
 

記  
 
１ 利子補給金の交付決定及び確定額  
     金         円  
 
２ 利子補給金の交付対象となる事業は、さきに申請及び実績報告の「新規参入者経営安

定資金貸付事業」とし、その内容は申請書及び実績報告書記載のとおりとする。  
 
３ 利子補給金を受ける融資機関は、新潟市補助金等交付規則及び新規参入者経営安定資

金利子補給金交付規則に従わなければならない。  
 
４ その他  
  利子補給金の交付予定日は  年  月  日とする。  
 
 


